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総　論

文部科学省では，児童生徒等の安全・安心を確保するため，防災教育の充実や学校施設の
防災機能強化などの災害予防，災害応急対策，災害復旧の支援及び防災に関する研究開発の
推進など，防災・減災対策の充実に取り組んでいます。

	 第 1 節	 	防災・減災対策の充実
1 防災体制の確立
地震，津波，台風，豪雨，竜巻，豪雪及び火山の噴火などの自然災害や事故災害に対し，
迅速かつ適切に対処するためには，総合的かつ計画的な防災対策を進めることが重要です。
文部科学省では，「災害対策基本法」などを基に，防災に関し必要な事項を定めている

「文部科学省防災業務計画」を策定し，防災対策の充実に努めています。さらに，「文部科学
省首都直下地震対応業務継続計画」を策定し，文部科学省の所掌事務の中で，非常時におい
ても国民生活上重要かつ停滞してはならない事務を必要最低限継続できるよう，防災体制の
確立に努めています。
また，都道府県や市町村においては，「防災基本計画」や「文部科学省防災業務計画」な
どを基に地域防災計画を作成し，学校などにおける防災体制の整備・充実を進めています。

2 災害予防の推進
文部科学省では，災害時において児童生徒等が自ら適切な行動を取れるようにするため，
防災教育のより一層の充実を図るとともに，児童生徒等の学習・生活の場であり，災害時に
は地域住民の避難所等としての役割を果たす学校施設について，防災機能の強化に向けた取
組を推進しています。

（1）防災教育の充実＊1

各学校においては，子供の時期から自然災害等の危険に際して自らの命を守り抜くための
「主体的に行動する態度」等を身に付けさせるために，学習指導要領に基づき関連教科や特
別活動など学校の教育活動全体を通じて，防災教育をはじめとした安全教育を行っていま
す。また，自然災害等を想定した避難訓練や地域住民・関係機関等と連携した避難所運営訓
練を実施するなど，知識のみならず実践的な防災教育を展開しています。
文部科学省では，地域や学校の抱える防災をはじめとした学校安全上の課題に対して，地
域の実情に応じた教育手法を開発したり，安全管理体制及び地域住民・関係機関等との連携
体制構築に取り組む地域や学校を支援したりするほか，教職員に対する研修も実施していま
す。

（2）防災機能強化の推進
東日本大震災では，津波による校舎や屋内運動場の水没，浸水など甚大な被害が生じまし
た。また，多くの学校施設が避難所等として活用される一方で，地震や津波による被害によ

＊1	 参照：第 2部第 2章第 4節1
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り使用できなかったり，電気や水を確保することができなかったりしたことなど，避難所に
関する様々な課題も生じました。
このため，文部科学省では，学校施設の津波対策や地域の避難所等となる学校施設の在り
方について示すとともに，「学校施設の防災力強化プロジェクト」により，各地域の特性等
を踏まえた効果的な取組を支援してきました。平成27年度には，これらの取組事例につい
ての紹介や有識者による講演等を行うセミナーを新たに開催しました。これらの取組を通じ
て，地方公共団体などに対し防災機能の強化に関する普及，啓発を行うなど，必要な支援を
行っています。

（公立学校施設の防災機能に関する実態調査）
平成27年11月に国立教育政策研究所が公表した「学校施設の防災機能に関する実態調査」
の結果によると，公立学校の約 9割が避難所に指定されています。このうち避難所として必
要と考えられる代表的な機能の整備状況は以下のとおりであり，年々整備率が上昇していま
す。（図表2-13-1）
○避難所に指定されている学校の防災関連施設・設備の整備状況（平成27年 5 月 1 日現在）
・防災倉庫/備蓄倉庫が敷地内に設置されている学校	 52％
・屋外から利用できるトイレが設置されている学校	 71％
・体育館にトイレが設置されている学校	 82％
・非常用の通信装置が設置されている学校	 61％
・停電に備えた自家発電設備等が設置されている学校	 44％
・貯水槽，プールの浄水装置等が設置されている学校	 38％
（調査対象：全国の公立の小学校，中学校，高等学校，中等教育学校，特別支援学校）

	図表 2-13-1 	 学校の防災関係施設・整備の割合の推移

（％）

27.1

35.2 38.4

41.7

47.2 51.5 

60.4

65.7 67.5 69.1 69.6 
70.6 

75.5
78.0 79.8 80.5 81.2 82.3 

27.1

30.2

40.0

46.8

55.8 
61.3 

13.7
18.0

27.5

34.2

40.2 43.9 

27.0
29.7

33.5

35.1
36.3 

37.7 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

H18 H23 H24 H25 H26 H27

備蓄倉庫等（学校敷地内）
屋外利用トイレ
体育館トイレ
通信装置
自家発電設備等
浄水装置等

（出典）国立教育政策研究所 文教施設研究センター「学校施設の防災機能に関する実態調査」（平成27年 5 月 1 日現在）
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（防災機能強化事業等）
地方公共団体が実施する公立学校施設にお
ける津波対策や防災機能強化の取組に対する
支援の一つとして，耐震対策，津波浸水想定
区域内にある建物の移転等の改築，避難経
路・屋外避難階段の設置，備蓄倉庫，屋外ト
イレ，自家発電設備の整備等について国庫補
助を行っています。

3 災害応急対策の取組
文部科学省では，自然災害が発生した場
合，被害情報の収集に努めるとともに，児童
生徒等の安全確保及び二次災害の防止などに当たって必要な措置を講じるよう，都道府県教
育委員会等の関係機関に要請しています。
また，地震によって文教施設が被災した場合，余震などによる建物の倒壊や落下物による
二次災害から児童生徒や避難住民などの安全を確保するため，地方公共団体などからの要請
に応じて，調査団を被災地に派遣し，建物の当面の使用の可否について判定（応急危険度判
定）する体制を整備しています。
さらに，心のケアの体制づくり，健康観察の進め方，児童生徒等への心のケアに関する対
応方法等についてシンポジウムを開催しています。

4 災害復旧の支援
文部科学省では，自然災害により被害を受けた公立学校施設において，教育活動を円滑に
実施できるよう，施設の災害復旧に要する経費の一部を国庫負担（補助）しています（平成
27年被害件数：150件，災害復旧費：13億7,000万円）。特に激甚災害（国民経済に影響を及
ぼし，かつ，地方財政の負担緩和や被災者への特別の助成を行うことが特に必要な災害）に
指定された暴風雨及び豪雨などの災害に関しては，公立学校施設の災害復旧事業について，
地方公共団体ごとにその財政規模に応じて国庫負担率が引き上げられました。

豪雨で被災した学校施設（敷地の一部斜面の崩れ・浸水被害）

5 防災に関する研究開発の推進
科学技術を生かして自然災害による被害の軽減を図るため，文部科学省では，地震調査研
究推進本部の方針に基づき，地震調査研究を進めています。あわせて，防災科学技術研究所
では，我が国の防災・減災研究の基盤となる地震・火山観測網等のインフラを整備するとと

停電時に使用可能な太陽光発電システム
（「災害に強い学校施設の在り方について」（平成26年 3月）より）
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もに，それらを活用した研究開発を推進しています＊2。

＊2	 参照：第 2部第 7章第 4節
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